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現在，IoT 等で生成されるデータを共有し，その AI モデル等を最適化した製品・サービスが期待さ

れている。データは AI 開発等の重要なリソースとして大きな需要がある。近年 EU は，民間等のデー

タへのアクセスを認めるデジタル関連規制を提案し，Data Act は，データ共有を一部強行法的に認めて

いる。その主目的は，プラットフォームによるデータ独占の障壁を取り除き，中小企業などの第三者

のデータアクセスを促進する点にある。一部学説は，生データだけでなく派生データ，推論データの

共有まで主張している。 

しかし，Data Act は，あくまで，GDPR などの消費者主権を背景に，IoT 機器で蓄積した行動データ

等へのデータアクセスをユーザーに認め（B2C， データポータビィリィ），それを補充的に第三者と

の共有（B2B）に拡大する法形式である。また，Data Act は AI 開発を想定せず，自動生成された IoT

機器のデータに著作物性がないことを前提としている。ところが，AI 開発の中間生産物や AI モデル

は，データセット，ソフトウェア，データ提供者のドメイン知識，開発者のノウハウなど多くの重要な

寄与の産物で，これらの寄与者は競争関係にある。AI 成果物は再学習の目的など高い価値を有し，そ

の独占的利用の需要が高く利害が先鋭に対立する。また，Data Act は，データの市場の多様性を看過し

市場の失敗が生じない場合も共有を認めるため，データのフリーライドやデータ収集・管理・利用へ

の投資がなされない弊害も生じうる。さらに，知的財産法（営業秘密保護，著作権法など）等の私法秩

序や GDPR とも抵触しうる。 

これらリスクを減少させるため，わが国は，AI データ利用に関する契約ガイドラインなどのソフト

ローによりデータ共有を進めている。課題も多いが，多段階の契約および，ソフトウェア・AI 開発，

クラウドサービス等の大きな契約の一部としてデータ共有を実現している。 

本稿は，IoT や AI 開発のデータ利用の実態をふまえて，Data Act およびわが国の AI・データ契約ガ

イドラインを参照し，データ共有の限界・問題点を法理論的に分析し，その解決策を模索する。 
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1．はじめに 

（ⅰ）問題の所在 

（1）背景 

今日のデジタル社会では，IoT やプラットフォ

ームの大規模データを共有し，統計処理や AI 等

で学習し，AI モデル等を最適化して製品・サービ

スを提供することが期待されている。データは AI

開発の重要なリソースである。AI 開発の目的は，

企業での生産性・サービス向上から，社会福祉を

促進する公共目的（自動運転による公共交通，医

療健康の改善，医薬開発，環境保護など）まで，

多様である。 

良い AI 開発には，標準化されたソフトウェア

以上にデータの質量が重要になる。AI 開発の失敗

の大きな要因は，データの質と量である1）。AI の

精度担保と学習データの整備が企業の最大の課題

であり，「産業界がエコシステムとして学習データ

を蓄積し，企業をまたいで必要なデータを連携し

ていく仕組みや文化づくり」が喫緊の課題である2）。

そこで，データの適正な保護を認めつつ，いかに

データへのアクセス・共有を確保し，統計処理や

AI モデル開発に役立てるかが重要になる。 

 

（2）世界的な社会状況と問題の所在 

アメリカや中国では，GAFAM，BATH などの大

企業が，データを収集し，AI 開発のすべてのリソ

ースを備えている。また，アメリカの各企業は DX

を内装する意識が強い。 

これに対して，日本を含む大多数の国々では，

データ収集から AI 開発まで一企業が行うことは

少ない。特に，日本では，欧米に比べて多くの民

間企業が DX を内製できず，ソフトウェアや AI の

開発は外部委託や下請が多い3）。他方で，データを

保有する企業は大企業のほか，データしか資産の

ない中小企業，スタートアップもありうる。 

このように，各企業で分散化したデータを共有

する必要性が世界的にも高まっている。たとえば，

医薬等は一企業では臨床試験の十分なデータを有

しないため多数企業で集める必要がある。また，

世界の 95％以上の企業は中小企業で，データを集

めて AI 開発を行えるわけではない。 

以上の状況から，後述のように，EU のデジタル

関連規制は，強行法的なデータ共有に転換したと

考えられる。しかし，消費者のデータ共有（B2C），

民間同士のデータ共有（B2B）は，以下のように

多くのハードルがある。また，データ管理への投

資が滞るほか，知的財産法（営業秘密保護，著作

権法など）をはじめとする私法秩序との衝突，個

人情報保護法や競争法との不整合が生じうる。さ

らに，AI 開発特有のデータ共有が困難な課題もあ

る。本稿は，EU の Data Act（法案）をデジタル関

連規制で位置づけた上で，わが国の AI・データ契

約ガイドラインとその後の議論4）を参照し，デー

タ共有の法的課題を分析することを目的とする。 

 

（3）EU と日米の対立，EU と日本の共通点 

➀対立点 

欧州委員会は，当初データベース業者の独自権

を維持し，さらにデータ流通利用を促進する目的

で，データについて製作者の権利（producer’s right）

の創設を主張していたが，MPI 報告書が否定し5），

むしろ GDPR をはじめとする消費者法・競争法の

観点から，ユーザーと IoT 機器により共同で生成

されたデータへのアクセスを主張し始めた。なお，

わが国の限定提供データの制度は欧米にみられな

いものの，データそのものに原則として知的財産

権が成立しないこと6）は，欧米とわが国で共通理

解があり，Data Act 35 条はデータベースの独自権

を一部否定している7）。 

しかし，EU と日米で，データ共有の志向が大き
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く異なる。EU はデータ共有を強行法的に認める

のに対して，日米は契約ベースである。特に，EU

は，データの権利設定から強行法的なデータ共有

に転換し，以下の一連の EU デジタル関連規制法

を制定している8）。つまり，もともと，個人データ

保護について，GDPR（General Data Protection Reg-

ulation：一般データ保護規則）9）が 2016 年 4 月制

定され，2018 年 5 月 25 日に施行された。その後，

EU は，2020 年 2 月の欧州データ戦略（European 

Data Strategy）（COM(2020)66 final）に基づき，非個

人データである産業上のデータについても，以下

のように，EUデジタル関連法案を制定している。 

まず，（Digital Markets Act）（以下，DMA）が，2020

年 12 月に委員会の法案がだされ（COM/2020/842 

final），2022 年 3 月三者合意，同 11 月に発効した10）。

これは，競争法を補完する事前規制であり，特定

の市場に限定されないゲートキーパーによる不公

正な慣行に対処し，他社や開発者に開放する義務

を課すもので，GAFAM 等のサービスでデータに

対するユーザーおよび第三者のアクセス共有を一

部認めている（6 条 9，10，11，12 項）。さらに，

データガバナンス法（Data Governance Act）（以下，

DGA）が，2020 年 11 月の規則案（COM(2020)767）

が修正され，2022 年 5 月に規則として制定された11）。

データ仲介サービス，公益のためのデータ提供，

政府保有情報の二次利用等について定め，個人や

企業の自発的なデータ共有を促進することを目的

としている。さらに，この DGA を補足するため

に，2022 年 2 月にデータ法案（Draft Data Act）（以

下 DA）は，GDPR のデータポータビィリティを拡

張し，さらに，B2B においてデータを営業秘密と

して保護する場合もデータ共有を一部認め，また，

SaaS などクラウド契約のスイッチングも認めて

いる。 

これに対して，わが国は，主に B2B の委託関係

について，異なる技術分野での共同研究開発の促

進を目的とした，AI・データ契約ガイドラインの

中でデータ共有を実現し，これを各分野ごとに修

正した契約ガイドラインを策定している。また，

その後，モデル 2.0 は，オープンイノベーション

を目的として，B2B間の公正な契約を規定し，SaaS

などのクラウドサービスの一部としてデータ共有

を認める契約条項にもふれている。 

 

②共通点 

注意すべきは，Data Act および一連の EU のデ

ータ関連法案は，GDPR での消費者主権を起点と

して，消費者（ユーザー）が，データの保有者（Data 

holder：機器の製造者等）のデータにアクセスし共

有する権利（データポータビィリティ）を産業デ

ータ（非個人データ）にも拡大し，さらに，デー

タ共有をユーザーの要求・同意を媒介として，B2B

まで拡張している点である。わが国の個人情報保

護法はデータポータビィリティの制度はないもの

の，EU と日本は，アメリカと異なり，個人データ

については，GDPR なみの強い個人情報保護法で

保護している点で共通する。 

また，EU と日本は，アメリカと異なり，競争法

上優越的地位の濫用も規制している点で共通する12）。 

したがって，わが国も個人情報保護法および競

争法を根拠にデータポータビィリティを起点とし

た Data Act によるデータ共有の可能性が，アメリ

カよりもあるといえる。 

 

（4）EU デジタル規制 

この EU のデータ関連法案が矢継ぎ早に出され

た背景は，第 1 に，EU の一連のデジタル関連法

（EU digital regulations packages）は，GDPR など

の個人情報保護から出発し，IoT などの自動的に

蓄積されるデータの集積を念頭にしており，デー
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タの収集・管理に関する投資や，AI モデルの開発

プロセス等への投資を法的に保護しない前提のよ

うにみえる。そして，GDPR や DGA でデータの

管理等を義務づけているデータ管理者（controller）

に，第三者としてデータ共有させイノベーション

に役立たせる方針がみてとれる13）。これに対して，

わが国は，AI データガイドライン等をみると，デ

ータの収集・管理・運用まで含めた AI モデル開発

プロセス全体を考え，その投資が無駄になりビジ

ネスができないなどのリスクを考慮している。 

第 2 に，EU デジタル規制法は，消費者保護，お

よび GAFA などへの競争法の規制から出発し，こ

れをデータ市場の B2B においても貫徹している。

つまり，消費者主権という立場から，GDPR とい

う公法による個人情報の事前規制にみられる自ら

の行動データ等に関して消費者が関与する権利を

起点として，自らの行動データにアクセスする権

利を認め，データから生まれたサービスや製品な

どの二次的市場（修理の市場などの補完的市場）

のデータ，ひいてはそのメタデータ14）等にも，消

費者（ユーザー）を介した第三者によるアクセス

を認める発想である。消費者保護の貫徹は，AI 

Act15）など厳格な製造物責任にもみられる。また

GAFA によるデータ独占に対する競争法の規制を

市場の失敗を超えてデータ共有として拡張する趣

旨でもある。 

 

（5）EU デジタル規制の問題点 

しかし，GAFAM によるデータ独占など市場の

失敗を超えて，事前に公法的に規制することは，

わが国の個人情報保護法で経験したとおり，デー

タ管理・共有・利用促進を萎縮させる。欧州の

GDPR も，多大な投資を必要とするそのインフラ

（API，データ管理者，データ標準等）が未整備な

ままである16）。また，強制的なデータ共有を広く

認めると，企業は重要なデータを事実上秘匿し，

他方でデータ収集・管理に投資せずフリーライド

する可能性がある。さらに，機器とユーザーで生

成した（co-generated）データの共有を認めると，

GDPR と同様にデータの移転・利用にユーザーの

同意が必要となりデータの移転・利用を害する。

これは，知的財産権の共有をみれば明らかである17）。

また，B2B でのデータの強制共有を認めるとユー

ザーは企業を信用せず，民間企業へのデータ移転・

利用を承諾せず，ひいてはデータを預けない可能

性もある。 

また，一連のデジタル規制法は，GDPR，競争法，

知的財産法をはじめとする私法秩序とも相互に抵

触する。Schweitzer et al のドイツ・EU のデータア

クセスと共有に関する Final Report（Schweitzer 

[2022]）は，この 3 法について整合させるために

様々な解釈論・立法論を展開する。 

特に，EU のデジタル規制法は，GDPR をはじめ

とする消費者中心主義から出発した公法的規制で

あり，個人データと産業データが明確に区分でき

ず混じりあう現状をふまえると，Data Act のよう

にユーザーの同意で B2B にデータ共有を認める

法制は，GDPR のように個人データの利用移転に

データ主体の同意を要する法制と同様の制約を受

ける。さらに，GDPR のように消費者行動などの

データにユーザーのアクセスを認め，データ移転・

共有にその同意を義務づければ，知的財産権で保

護しない情報は不法行為法で保護せず，データ等

自由利用を認めてきたわが国の判例法（最判平成

23 年 12 月 8 日民集 65 巻 9 号 3275 頁〔北朝鮮最

判〕や，フェアユースなどを認めようとした著作

権法の考え方18），わが国著作権法がドイツのよう

な極端な創作者主義および著作権契約法の考え方

を採用せず職務著作規定を採用した経験19）に照ら

して，データの利用や AI 開発に大きな障害が生
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じる。さらに，GDPR の個人データ管理のインフ

ラへの投資や，GDPR に適合するプライバシー保

護技術，暗号化技術など，機器製造者やサービス

業者に重い義務を課せば課すほど，データ市場へ

の中小企業やデータ管理者の新規参入が困難とな

り GAFAM などの大企業が利する結果となり，Data 

Act や EU 競争法が当初目指した目的に反する。 

そこで，EU ですら，これら極端な消費者中心主

義の弊害を認識して，GDPR の同意の要件や正当

化理由の要件を緩め柔軟化する考え方がでてきて

いる20）。つまり，GDPR から出発して Data Act で

ユーザーおよび企業のアクセスを認めようとした

が，データ共有，AI 開発の最大の障害はその出発

点である GDPR となっている。そもそもデータ共

有・AI 開発は冒頭の公共福祉目的の場合もあり，

個人情報の移転・利用の範囲は個人情報保護とデ

ータ利用目的の利益衡量によるべきはずである。

したがって，わが国でも個人情報保護法の同意や

正当化理由の要件を緩めるべきである。 

さらに，Data Act の B2B のデータ共有は，営業

秘密保護や著作権法保護と衝突する。 

 

（6）わが国の方向 

わが国でもデータ共有の必要性が主張され，特

に，異なるリソースを有する企業同士（B2B）で，

データ共有し利用に相互協力する必要が高まって

いた（AI Governance 1.121））。 

しかし，競争企業同士でデータをシェアして AI

モデルを生成するには，多くのハードルがあり，

またデータと AI 開発技術という異なるリソース

を有する企業同士の共同研究開発の面がある22）。

そこで，わが国の経済産業省（METI）において，

主に実務家・AI 専門家が集まり，ユースケースを

もとに，2018 年 6 月に，「AI・データの利用に関

する契約ガイドライン」（データ編）（AI 編）（以

下，METI2018）23）を作成した。その後，2019 年

12 月に同ガイドライン（データ編）が修正され，

「AI・データの利用に関する契約ガイドライン 1.1

版」が公表された24）。本稿は，①AI・データの利

用に関する契約ガイドライン（データ編）（以下，

METI2018（データ編）25）），②AI・データの利用

に関する契約ガイドライン（AI 編）（以下，

METI2018（AI 編）26））を分析する。 

その後，特許庁と経済産業省により，③「研究

開発型スタートアップと事業会社のオープンイノ

ベーション促進のためのモデル契約書 ver2.0」（新素

材編）（AI 編）「モデル 2.0」）が策定された27）。 

①，②，③は，具体的に AI 開発のプロセスの実

態に即してモデル条項を規定し，コメントや逐条

解説および課題等が記述されており有益である。 

 

（7）限定提供データの保護 

なお，限定提供データの保護に関する不正競争

防止法（以下，不競法）による保護の規定は，公

知のデータも保護する点が批判された。 

しかし，まず，2018 年の限定提供データの保護

（不競法 2 条 1 項 11 号～16 号）は，開発契約・

営業秘密契約の保護の不備（第三者に対する請求）

を補い，安心して第三者と契約する趣旨で制定さ

れている。要件もデータを特定の者に提供する場

合，電磁的管理性などの要件が課されている。さ

らに，限定提供データに関する指針の改訂（2022

年 5 月）で，適用範囲は転得して使用したデータ

が同一の場合のみで，加工したデータには及ばな

い28）。また，わが国の不競法による営業秘密の保

護は，秘密としての認識可能性が，就業規則等の

労働契約だけでは認められない点で欧米に比べて

狭い29）。また〔北朝鮮最判〕以来，知的財産権の

ない情報財には不法行為法の保護がない点が判例

法で確立し30），また，データ利用に関する権利制
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限規定（30 条の 4）も規定されている31）。知的財

産法全体でみると，欧米よりもデータ保護が薄く，

要件も限定されているため，限定提供データの保

護は正当化されると考える。 

 

（8）本稿の目的 

まとめると，日米では，データ共有等は，秘密

保持契約，ソフトウェア契約，共同研究開発契約

や SaaS などのサービス契約の一部として実現さ

れており，市場の失敗はなく，これらの契約を競

争法，消費者保護法の観点から事後的に修正すれ

ばよいと考えるのであろう。これに対して，EUは，

消費者中心主義を建前に，競争法上等の問題など

の市場の失敗を超えて，データの強制共有を原則

とした事前規制をおこない，data space など分野ご

とに規制を解除する方向であろう。このように，

日米と EU では，原則と例外が逆になっている。 

このように，Data Act とわが国の契約ガイドラ

インは，データ共有を考察する格好の素材である。

欧米日で解決手法は一見異なるが，データ共有に

はどのような障害があり，その解決を模索して，

契約のモデルローを模索している点は共通する。

特に，EU の Data Act と，AI 開発の特徴に応じて，

わが国が発達させてきた AI・開発契約ガイドライ

ン，モデル 2.0，プラットフォーム型のモデルロー

は，AI 開発のためのデータ共有の課題を鮮明に浮

かび上がらせている。 

そもそも，個々のデータには価値が小さく権利

はないが，データセットになりある程度まとまる

と大きな価値を有し，企業財産として，データの

収集・管理，ひいては AI モデル開発のために企業

は投資するようになる。また，様々なノウハウを

投入して AI モデルが生成され，重要な中間生産

物が生成される。このような IoT や AI 開発にお

けるデータの利活用の実態を考慮すると，そのデ

ータや AI モデルについて参加企業は明らかに競

争関係にある。 

以上の問題意識から，比較法および法理論の点

から IoT，AI 開発のデータ共有の法的課題を分析

することを目的とする。まず，IoT 等の大規模デ

ータの集積や AI 開発の実態等を踏まえ，EU と日

米の法制を位置づけた上で（1），Data Act の EU デ

ジタル規制法の位置づけ（2），Data Act の趣旨と

問題点（3）を指摘する。これに対して，データ共

有契約の諸形態の根拠とその問題点を論じる（4）。 

 

（ⅱ）IoT，AI 開発におけるデータ利活用の実態 

（1）IoT 機器によるデータ利活用 

Data Act は 2 つの事例を想定している：1）あら

ゆる機器がつながる IoT 機器により人間の行動デ

ータ，ひいては，データドリブンの分野など広い

利用が見込まれる事例（ユーザーのデータポータ

ビィリティの事例）。2）IoT 機器の修理という

aftermarket（補完市場）でのデータ利用の事例。し

かし，3）AI 開発を想定していない32）。 

EU デジタル規制では，データ保有者（Data 

holder）として，IoT 機器のユーザーよりも IoT 機

器の製造者等がデータを収集する主体として想定

している33）。消費者保護の観点から，機器の製造

者等がデータ共有のための義務（技術的条件を含

む）を負う仕組みになっている。機器の使用者（ユ

ーザー）がデータアクセスを要求しうるところ，

ユーザーが個人の場合，ユーザーはデータ主体

（Data subject）である個人と一致する。他方，ユ

ーザーが企業（自動車レンタカー，JR 等）の場合，

データ主体（客，乗降客）と異なる。 

しかし，わが国の Suica 等では，機器のユーザ

ー（JR 東日本）がデータを収集しており，データ

保有者として，データを販売している。また，通

信回線を有するデータ通信業者等も実質上はデー
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タを保有していると考えられる34）。したがって，

「データ保有者」として，データアクセスの技術

的条件を管理できる製造業者のほか，理論的には

ユーザー等も義務を負うデータ保有者となりうる。 

 

（2）AI 開発の実態 

AI モデルの開発は，学習済みモデルの開発フェ

ーズと学習済み AI モデルを利用して出力する利

用フェーズがある。ただ，AI モデルの開発が最終

段階まで実装されるのは 15－20％といわれてい

る35）。ソフトウェアと異なり，PoC の段階では AI

モデルの性能がどこまで改善されるかは予測が困

難であり，投資のリスクが大きいからであろう。

それゆえ，METI2018（AI 編）は，段階的な契約を

提唱し，①学習済みモデルの実現可能性の検討段

階，②PoC（Proof of Concept：概念検証）段階，③

開発段階，④再学習段階に分けている。 

AI 開発が，通常のシステム（ソフトウェア）開

発と異なり交渉が難航するのは，以下の特徴ゆえ

である。第 1 に，①AI モデルは，多くのノウハウ

や，データ，ソフトウェアなどの複数の材料を組

み合わせて試行錯誤により生成されている。異な

る資源をもつ異業種企業間の共同研究開発契約と

性格づけられる。多くのリソースは，OSS のソフ

トウェアなど AI 業界の専門家にとって公知のも

のも多く，AI システムのうち，営業秘密として保

護されるのは，一部のハードウェア，一部のソー

スコード，ハイパーパラメータ，学習方法，ハー

ドの結合方法，営業秘密の組み合わせなど一部で

ある36）。データセットも，例えば信用評価の多く

の情報はアクセスでき，自動運転の地図のデータ

セットも営業秘密ではなく，公表される機械学習

用のデータセットも広がっている。 

第 2 に，②AI モデル開発過程で，多くの価値の

ある中間成果物，成果物を生みだし，ユーザーも

開発者もともにその独占的利用および再利用の要

請が強いことである37）。つまり，①からは多くの

異なるリソースの提供者が関与し，②多くの価値

ある成果物に対して独占的利用への需要が高いた

め権利の帰属や利用条件で契約が難航する。後述

のプラットフォーム型契約をみても，無形資産（情

報）の共有にみられる利害対立が顕著である。つ

まり，異なる企業でデータを集めようとすればす

るほど，AI モデルの市場で競合する。 

このように利害対立が激しいがゆえに AI 開発

が困難となることを市場の失敗とみれば，Data Act

による強制的なデータ共有も一理ある。しかし，

データ収集・管理の投資がおこなわれない弊害の

方が大きいと考えられる。 

 

（ⅲ）欧米法制とわが国法制の位置づけ 

わが国は AI 開発を念頭に契約ガイドラインを

策定したが，EU は AI 開発でなく IoT を念頭にデ

ジタル規制法を提出し，事前に強行法的にデータ

共有を義務づけている。また，EU デジタル規制は

消費者保護（GDPR）と競争法から出発しており，

わが国ガイドラインの共同研究開発，B2B規制や，

知的財産法の共有の発想とは大きく異なる。B2B

でのデータ共有は，営業秘密・データ保護を含む

知的財産法との抵触が大きな問題になる。 

 

2．Data Act―デジタル規制の位置づけ 

（ⅰ）緒論 

Data Actの位置づけが重要であるのは，第 1に，

立法事実の事例と離れて広く適用されうる点と，

第 2 に，Data Act の適用範囲の争いが，その基礎

となる消費者主義（GDPR），競争法，および知的

財産法を中心とした私法秩序のいずれを重視する

かで異なるからである。 

Data Act は，第 1 に，①個人データ保護に関す
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る GDPR を援用し，非個人データに関する消費者

保護中心主義によっている。第 2 に，②立法経緯

からすると，IoT 製品の修理などのアフタマーケ

ットへの新規参入を容易にするという競争法上の

事例に基礎においている。 

Data Act の特徴38）として，第 1 に，B2B および

B2C を横断する強行法規であり，文言上は立法事

実の事例以外の技術情報等も含みうる点で広い。

他方で，第 2 に，IoT で生成されるデータに限定

している点で狭い。第 3 に，IoT 企業と競合する

製品のために当該データを利用してはならないと

して限定されている。第 4 に，サービスについて

は Data Act はカバーせず，GAFAM およびそれに

準じる少数の gatekeeper について DMA が規制し

ている。 

したがって，Data Act の適用範囲も，本来の立

法事実と趣旨の①，②で限定されるべきかが問題

となる（具体的問題について，後述 3 参照）。 

 

（ⅱ）EU デジタル規制（DMA，DGA）の淵源と

Data Act との関係 

（1）DGA 等 

2020 年 2 月の EU data strategy に淵源がある。 

DGA は，官庁，民間のデータの管理を領域（sec-

tor）ごとに政府が管理者としておこない，民間の

データについても，個人情報についても共有する

点で特色がある。 

GDPA では，各企業でデータ管理者をおくこと

を義務付けており，この者がデータ管理や技術に

詳しいため，B2B についても DGA で一定の役割

を与え，Data Act でも「第三者」としてデータを

共有する役割を担わせるようであり，この意味で

Data Act は，DGA を補足する趣旨であろう。 

 

 

（2）DMA 等 

DMA は，GAFAM とそれに準じる大きさの gate-

keeper のサービスから生成されるデータ共有を義

務づける。 

 

（ⅲ）EU デジタル規制の問題点39） 

第 1 に，冒頭に述べたように，消費者至上主義

の EU デジタル規制は，相互に抵触する上に，私

法関係にも弊害をもたらしうる。また，DMA では

GAFAM にデータ共有を義務づけながら，DGA や

Data Act ではデータ管理者にならないようにする

と同時に，GDPR のデータ管理者を Data Act の第

三者として育てつつ，将来支配的地位になること

を防ぐなど，競争法上の計画経済のような難しい

かじ取りを目指している。 

第 2 に，EU デジタル規制は，具体性に欠ける。

とりわけ，分野（Sector）ごとにデータ市場の利益

状況が異なるため，利害関係人を参加させて各分

野の利益状況に適合した規制をすべきことが主張

されている。GDPR のデータ管理者の制度を一連

のデジタル関連規制に活用する意図がみえるもの

の，データ管理者のほか，API などのインフラに

は莫大な投資が必要にも関わらず整備が遅れてお

り，実現可能か疑問がある40）。 

 

3．Data Act の趣旨と問題点 

（ⅰ）Data Act の諸課題 

Data Act は，以下の 3 つの課題を有する。 

第 1 に，Data Act の主目的は B2B 間でのデータ

共有にもかかわらず，法形式上は消費者中心主義

を起点としたデータポータビィリティ（B2C）に

拠り，データアクセスにユーザーの同意や要求が

必要な点である。つまり，大量のデータが利用さ

れず，特に，プラットフォーム等の少数の大企業

がその価値を保有している現状から，Data Act は，
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その障壁を取り除くため，データ経済の関係者（ユ

ーザーとデータ保有者と第三者）の間で，データ

の得られる価値を公平に分配し，データへのアク

セスと利用を促進することを目的としている。し

たがって，B2B間でのデータ共有が主目的である。 

ところが，Data Act の法的仕組みは，三面取引

（ユーザーとデータ保有者と第三者）におけるデ

ータの第三者への移転にはユーザーの同意を必要

とする。まず，5 条 1 項は，ユーザーから要求が

あれば，データ保有者から第三者に無償のデータ

提供義務を課している。また，5 条 8 項では，ユ

ーザーと第三者間の合意された目的のために必要

な場合には，データ保有者の求める秘密措置を第

三者が講じることを条件として，第三者へのデー

タ提供を強制する。 

第 2 に，IoT 機器で生成されるデータを念頭に

おく Data Act の立法事実と AI 開発の実態に大き

な齟齬がある。まず，Data Act の立法事実は，1）

IoT 機器により自動生成された人の行動など個人

情報に近いデータの事例，および，2）第三者を修

理などのアフタマーケット（補完市場）に参入さ

せる事例を念頭においている。よって，3）IoT 以

外の著作物性のあるデータも利用し，かつ，デー

タ以外のさまざまなリソースを用いる AI 開発を

念頭においていない。したがって，Data Act の適

用範囲も 1），2）の立法事実で限定されるべきで

ある。にもかかわらず，学説は，派生データや推

論データも共有するデータに含むと主張する点で，

立法事実と AI 開発での適用範囲に齟齬がある。 

第 3 に，自動生成されるデータには，データベ

ースの独自権も著作物性もなく，データの集合体

にもデータベースの著作権も編集著作権も成立し

ないことが前提である。その根拠は，ドイツ著作

権法ではコンピュータ創作物は個人の人格の流出

物でないため著作権が成立しないからである。法

案理由書も PC などで人が入力して生成されるデ

ータは含まないとしている。 

しかし，著作権法は投下資本保護の機能を有し

ており，客観的にみれば IoT データでも著作物性

がありうる。外部から IoT 機器で自動生成したデ

ータとは判別できず，他のデータと混入して流通・

利用する可能性も大きい。また，データとソフト

ウェアは一体として処理され，両者の判別は困難

である。さらに，AI に学習させる段階で，加工さ

れたデータセットは，機械学習に供されるために

は，著作権法で保護されるソフトウェアで検索・

処理可能なデータベースであるはずである41）。 

 

（ⅱ）価値秩序と具体的問題 

以上の 3 つの諸課題からみて，具体的に（a）（b）

（c）の問題が生じうる。各問題についての Data Act

への評価も 2 方向に分かれる。一方の方向は，（a）

生データの共有のみでは AI 開発等が実現されな

いため，より共有するデータの範囲を広げる方向

である42）。具体的には，Data Act によるデータ共

有を義務づける範囲が，IoT のデータに限るのか，

IoT 以外のデータも含むのかである。また，共有

の範囲は，Data Act のように IoT 機器で観察され

る生データ（observed data）のみ（2 条 3 項，Recital 

14）か，データを加工・整備した派生データも含む

のか，さらに AI モデルで推論したデータ（inferred 

data）まで含むかである。 

また，（b）ユーザーの同意なしのデータの移転

ないし利用を認める方向である。つまり，データ

にアクセスできる共有者はどこまでか（データ主

体，機器の製造者，機器の使用者，通信業者），全

ての共有者の同意が必要かそれともデータ主体の

同意だけで足りるか，さらには公益目的の利用の

場合はデータ主体の同意や正当化理由の要件を緩

めてよいかが問題となる。 
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他方の方向は，データ管理等の投資も保護すべ

きとし，現行 Data Act のように，（c）データを利

用した製品の競合製品の製造を認めない。 

これら（a）（b）（c）の問題の評価も，消費者保

護（GDPR 等），競争法，知的財産法の私法秩序の

いずれを優先するかで変わりうる。Data Act は，

法形式上はデータアクセスを消費者保護のデータ

ポータビィリィティを起点とするものの，IoT 機

器製造者によるデータ独占に対して EU の中小企

業のデータアクセスを認める競争法の価値を最優

先している。理由は，データ保有者からの移転先

の「第三者」に GAFAM 等のゲートキーパーを含

め，データ保有者のデータ移転・利用にユーザー

の同意不要とする方がユーザー全体の効用が高ま

るにもかかわらず Data Act はそうしていない。ま

た，アフタマーケットにおいてデータ保有者に市

場支配力なくてもデータ共有を認めている。さら

に，B2B 間の不公正な契約を規制する一方で，デ

ータ保有者が中小企業の場合は，5 条，6 条の義務

を負わないとしている。 

 

（ⅲ）目的と仕組み―ガイドラインとの対比 

データアクセスを効果的にするために，直接的

な規制として，以下がある。まず，安価で安全な

アクセス確保のため関連製品をデザインし製造す

る者に義務を課す（3 条 1 項）。売買契約等の前に

アクセスに関する情報（データの性質・量，ユー

ザーのアクセスの仕方）を提供する義務を課す（3

条 2 項）。ユーザーの要求に対してデータ保有者

は第三者にデータを使用可能にする義務を負う（5

条）。第三者は，ユーザーとの合意の目的と条件と

6 条 2 項の制限内でのみデータ処理しうる。デー

タ利用させる義務を負うデータ保有者について，

FRAND 条件，補償限定，仲裁手続への移行，技術

的保護手段の要求を規定する（8 条から 12 条）。

B2B でのデータアクセス契約での不公正条項（13

条），B2G の特別規定を置く（14 条－22 条）。欧州

委員会はモデル契約条項策定義務を負う（34 条）。 

他方，データアクセスのための間接的な規定と

して，ユーザーのロックインを考慮して，ユーザ

ーにクラウド等のデータ処理サービスの提供者間

のスイッチを保障する（23 条－26 条）。データ処

理，スマート契約，欧州データスペースの互換性

の要件（28 条－29 条），データベースの独自権の

制限（35 条）を定める。 

これに対して，METI ガイドライン（データ編）

は，センサ等により感知される生データの利用権

限の調整は，多項目にわたって行われる43）。また，

派生データの利用権限の有無（譲渡以外の利用許

諾や相互許諾）は一義的に決まらない（データ編

35－37，123－124（契約条項 11 条）。 

 

（ⅳ）知的財産法からの問題点44） 

（1）知的財産法の視点 

Data Act は，データプロデューサーの権利を否

定し，むしろ消費者（ユーザー）のアクセスを認

めるとした経緯45），IoT 機器で自動生成されるデ

ータには著作物性がない前提，営業秘密の不正競

争防止法による保護または契約による保護で十分

と考えるからか，IoT データを収集・管理・利用す

るための投資や，API などのインフラへの投資の

インセンティブを認めず，むしろデータ共有を認

めている（5 条）。しかし，これでは，価値あるデ

ータを事実上秘匿し，義務を課される製造業以外

の分野でデータを管理しない企業が増加し，ただ

乗りする企業も増加するおそれがある。 

また，GDPR の延長でデータ移転にはユーザー

の同意を必要とするため，ユーザーメリットがな

ければ同意しない上に，第三者移転には GDPR と

Data Act の両方の同意が必要となる。つまり，個
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人データと非個人データの区別が困難であり，ま

た両種類のデータが混在することも多いため，

GDPR と Data Act の同意の要件を緩めるべきとす

る意見もあった。しかし他方で同意が不要となっ

て Data Act の共有となれば GDPR の趣旨に反して

第三者・データ保有者間で個人データが拡散して

しまう。 

さらに，データセットだけでは AI 開発はなさ

れず，ノウハウやソフトウェアを組み合わせたも

のであり，かつ，AI 開発やサービスの一貫として

データの利活用がなされるものであり，データの

移転だけを論じても実務上の意義は小さいと考え

られる。確かに，データには権利がなくアクセス

権があるという前提で，それに対して営業秘密の

不競法による保護や契約によるオーバーライドを

理論上論じることはできるが，B2B の AI 開発契

約等はいくつかの契約が積み重なったもので，デ

ータ共有はそれら複数契約の一部にすぎずそれだ

けを論じることは困難である。 

 

（2）知的財産の共有の視点 

データをはじめとする無体財貨は，石油などの

エネルギー資源と異なり，AI 開発で利用したとし

ても消費されずなくならない。また，データ共有

は通常の知的財産と異なる面もあり，個別のデー

タは財産的価値を有さないが，大規模データにな

ると全体の傾向をつかむことができ大きな価値を

有する。また，AI モデルはたしかに市場で競合す

るが，個々のデータは AI モデルのリソースの一

つにすぎず競合関係がうすれるようにもみえる。

これはデータのどの部分がどの程度，AI モデルの

改善に寄与するか不明で間接的だからである。さ

らに，OSS，Wikipedia にみるとおり，無償で情報

を共有にする場合もあり，現に一定のデータセッ

トや AI モデルは自由利用に供されている。 

しかし，無体財貨である知的財産が共有の場合，

村落や不動産の共有と異なり，市場では競合関係

にあり，共有の相手方の地位によりその知的財産

の価値が左右される。つまり，共有者は持分と無

関係に無体財貨の全体を実施できるため，共有相

手が大企業であれば市場を独占されるなど，無体

財貨の共有者は明らかに競争関係にある46）。とり

わけ，共有者が企業で（B2B）それなりのデータ

を保有していれば明らかに競争関係にある。AI 開

発においてデータがソフトウェアよりも大きな価

値を有する現状では明らかに利害が競合する。た

とえば，METI ガイドライン等をみると，自己の

企業のデータの利用を競争者の AI モデル開発や

改善に利用される場合は排除する条項や，データ

を競争製品の改善に用いることを禁じる条項も多

い。 

それゆえ，ドイツ法，日本法の特許法・著作権

法の共有規定は，持分移転やライセンスについて

は同意を必要とし，利用については補償を要求す

る法制も多い47）。このように無体財産の共有はそ

の移転・利用について利害が対立し，共有の無体

財産の移転・利用は往々にして困難である。 

以上をデータ共有にあてはめると，たしかに，

B2Bでは競争関係にあるため強制的にデータの共

有を認める必要性は大きいともいえる。しかし，

データ利用について，すでに GDPR 上のデータ主

体の同意を必要とし，Data Act で共有者の範囲を

増やして（データ保有者と機器のユーザー，さらに

第三者と共有した場合）さらに同意が必要とする

と，データの流通・利用を害する。かといってデー

タ移転について同意を不要とすると大企業に市場

を占有され他の共有者にとって無価値となりうる。 

 

（3）営業秘密との関係 

Data Act 5 条 8 項は，ユーザーと第三者間の合
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意目的に真に必要な限りで，かつデータ保有者と

第三者で合意した秘密保護装置を第三者が行う場

合に限り，データ保有者のデータが営業秘密であ

っても第三者に開示を認めている。 

Drexl 教授は，プロデューサーの権利の設定など

の財産権保護よりも，EU 営業秘密保護指令の方

が，データ保有者の保護と自由な流通の利益を適

切に利益考量できると評価している48）。Data Act

による共有は，営業秘密指令の「不法に」取得・

使用・開示にあたらないと解釈するのであろう。 

確かに，営業秘密の保護について財産権の構成

か不法行為構成かが争われているが，差止請求は

競争法的にみれば排除行為である。わが国の営業

秘密保護も，不法行為の構成が，財産権（排他権）

よりもその保護範囲は広がる可能性もある49）。特

に近時は労働契約上の秘密保持義務に該当する情

報であるかを認識できたかを考慮する裁判例が増

加している50）。また，不法行為的構成では過失（一

定の行為義務）や主観的要件による制限があるも

のの，権利濫用や消尽等による制限もない。特に

デジタルの場合は，特許権の間接侵害などにみら

れるように「物」による限定が実質上なく，主観

的要件も機能しないことが多ければ，不法行為法

の法律構成の方が，保護範囲があいまいで広がり

うる。 

より問題は，営業秘密保護の長い経験を有する

イギリス法は，エクイティ上の救済を認めており，

営業秘密である IoT データの改変物（派生データ）

等には保護が及ばないようにできるのに対して，

わが国やドイツ法では救済の柔軟性がないため，

製品の一部に混入した場合や派生データについて

保護が及ぶ可能性がある51）。したがって営業秘密

の不競法の保護についても他の知的財産と同様に

共有を認める必要性があるともいえる。 

しかし，営業秘密であるデータに対して，Data 

Act による B2B での共有を認めるには以下のよう

に多くのハードルがある。 

第 1 に，Data Act の前提とする消費者（需要者）

中心主義ではあるが，営業秘密の保護の侵害が問

題になる B2B の場面では，消費者（需要者）の利益

は補足的にのみ考慮されるはずで，Data Act が私

人間の取引に適用されるには公益など正当化理由

が必要である。とりわけ，Data Act は市場の失敗が

ない状況で，公法で事前規制としてデータ共有を

認めており，営業秘密の保護とその侵害という私

法関係に適用するとフリーライドの弊害が生じる。 

第 2 に，Data Act は IoT 機器に蓄積して観測さ

れる個人の行動に関するデータを念頭においてお

り，ユーザー保護かつ著作物性がないという前提

である以上，それに限定されるべきで，それ以外

の技術情報等の共有は含まれないはずである。特

に営業秘密であるノウハウ等はリバースエンジニ

アリングされない重要な情報である。アメリカで

は特許情報よりも営業秘密の方がイノベーション

に寄与している研究すらある52）。 

第 3 に，Data Act が一部，営業秘密の強制共有

（5 条 8 項）を認めることは，営業秘密の保有者

（データ保有者）が，誰がどの情報にアクセスで

きるかを決定し管理することを保護の中核要件と

する営業秘密の不正競争防止法による保護を侵食

する可能性がある53）。ノウハウやデータしか資産が

ない企業は営業秘密としての両者の価値を失うこ

とで競争力を失う。 

第 4 に，IoT 機器で取集されるデータ自体，営

業秘密としての保護が難しい54）。その上，AI 開発

で利用される重要なリソースのうち，ドメイン知

識，OSS ソフトウェア，学習方法，ラベルの貼り

方など，公知のノウハウの組み合わせ等多くの部

分が公知で営業秘密ではない（注 36 参照）。 

そこで，Data Act のように強制的に共有が認め
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られると，ノウハウやデータの保有者は，重要な

データ・ノウハウを大きなコストをかけて事実上

秘匿し（ときには暗号化し）55），重要でないデータや

ノウハウは全く管理せず放っておくであろう。 

第 5 に，そもそもデータのみの共有やライセン

スは少ないと考えられる（JR 東日本のデータ等）。

データ共有は，1 対 1 の AI モデルライセンス契約

においても営業秘密契約の一部，または AI モデ

ルの開発契約の一部であり，SaaS においてはクラ

ウドサービス契約などの利用契約など複数の契約

の一部とされている。現に，営業秘密のみのライ

センスは現実には少なく特許ライセンス等とあわ

せてないし補足的になされるのが実態である56）。

したがって，仮に，ユーザーの同意のもとで，営

業秘密としてのデータの強制共有を認めたとして

も，営業秘密契約を含む包括的な契約（ソフトウ

ェア契約，開発契約，サービス契約など）で上書

きされる57）。さらに，保有者は当該秘密を事実上

秘匿するため，複数契約の一部にすぎないデータ

の強制共有のみを Data Act が規定しても意味は小

さい。ましてや，一部意見のようにユーザーの同

意なしで IoT データの営業秘密の強制共有は正当

化されない。 

第 6 に，IoT 等の自動的にセンサで蓄積される

生データは，他の営業秘密や加工して付加価値を

付けたデータとの区別が困難である。さらに個人

情報との区別も困難である。とりわけ，Data Act は

事前の行政規制で，利益状況が異なる分野（Sector）

のデータ市場ごとに共有の規制を異ならせるべき

で，その規制には現場の利害関係人もいれるべき

である58）。 

 

（ⅴ）消費者・個人情報保護の課題 

（1）データポータビィリティ（以下，DP） 

Data Act のデータ共有は，消費者保護の観点か

ら，B2B 間のデータ共有も B2C のユーザーの DP

を起点にしている。 

GDPR20 条 1 項の DP は，データ主体が自発的

に提供したデータでなければならず，行動が観測

される受動的な IoT 機器のデータを含むか疑義が

あり，かつ，「第三者に対する直接的な転送」は技

術的に可能な場合のみという制約があり，機能し

ていなかった。そのため，Data Act の DP は，GDPR

以外の分野ごとにすでに存在する DP を拡充した

意義を有する59）。 

 

（2）消費者保護による弊害 

しかし，行動履歴などのデータについての消費

者保護が，知的財産法が問題となる B2B の局面に

おいてまで強行法的に通用させるべきかは議論が

あろう。つまり，Data Act は第三者のデータアク

セスは公共目的（気候変動の予想），イノベーショ

ンの目的も含むとしているが，大部分の企業がデ

ータを産業上の競争目的でアクセスするのが実態

である。 

特に個人情報がビジネス情報としても利用され，

かつ個人情報と非個人情報の区別が不明確である

こと，また，AI 開発にみられるとおり，両方のデ

ータが混入して利用されており，GDPR の規制も

データ共有・利用に支障が生じる。つまり，第三

者がアクセスするには Data Act 上はユーザーの同

意（Recital 31），GDRP 上はデータ主体の同意（Re-

cital 24，30）を二重に必要であるため，第三者の

データアクセスは困難である。 

現実に，GDPR や個人情報保護法の同意要件等

は AI 開発でのデータ利用の大きな障害となって

いる。同意の要件を厳しくすると，たとえば，昔

から大学や病院に蓄積している医療データ等を共

有することが著しく困難となる。とりわけ，個人

情報保護法においても個人情報の利用目的の明示
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が要求されるが，その範囲が不明確であり，AI 等

の具体的な利用目的自体が営業秘密であり，デー

タ利用に大きな障害となる。 

欧州においても，分野ごとの利益状況をふまえ

ない分野横断的な一律のデジタル規制法，ひいて

はGDPRの規制をより柔軟にすべきとする意見が

強い60）。 

これは，著作権法における創作者主義の原則が

著作物の利用・取引の局面においては貫徹されず，

わが国では職務著作制度が存在する点にも通じる。

つまり，ドイツのように，創作者から法人等の使

用者（利用者等）へ権原移転をせず，創作者と使

用者間の複雑な著作権契約法によれば，著作物の

多様な利用取引の障害となる点と類似する61）。 

 

（ⅵ）競争法の視点 

GDPR に適合する技術として，差分プライバシ

ー，連合学習（Federal Learning）62）があるが，そ

のフォーマットや利用目的等から用いるデータの

種類等が競争相手に判明するため，データの暗号

化技術もあわせて要求することになる。これら技

術を発達させることのできるプラットフォーム

（GAFAM）以外の企業は，開発に対応できず事実

上 GAFA の独占化が進み，競争法や DMA の趣旨

に反する63）。 

また，Data Act の別の根拠は，アフタマーケッ

トの補完市場（データ市場）を自由化する点にあ

った。しかし，アフタマーケットの事例も全てが

競争法違反とならず，故障で必須の部品交換であ

るとか，本製品に消費者がロックインされて，正

規の消耗品を購入せざるをえないなど，主たる商

品の市場支配力の立証することが競争法違反の認

定に必要である64）。ところが，Data Act は，競争

法違反がない場合もデータ共有を認めている。 

 

（ⅶ）共有されるデータの範囲 

―AI 開発の特性による限界 

具体的には，Data Act による共有の範囲が，IoT

機器によって得られる観察データ（observed data）

（構造化されないデータ）に限定して適用される

のか，技術情報，ノウハウで加工したデータも含

むかが問題となる。たとえば，生データの属性等

を表すメタデータ，ラベルを施した加工データ，

データを AI モデルに入力して得られた推論デー

タにも共有が認められるだろうか。どの範囲のデ

ータ共有が強行規定なのかも問題となりうる。デ

ータについて営業秘密保持契約で取引され，営業

秘密の不競法による保護も及ぶと解されるため，

加工データ等も共有の範囲に含めるとこれら知的

財産法保護との抵触がより大きくなる。 

現行の Data Act は，文言上は全てのデータを含

むようにもみえるものの（2条 1項），法案理由書，

Recital 14 によれば，生データ（観測されたデータ）

のみとされている。その理由は，データ保有者が

加工データ等を秘密にする方がイノベーションに

資すると考えるのであろう。 特に，顧客（データ

提供者）のドメイン知識65）は，アルゴリズムを適

切に選択したり，機械学習の結果を適切に解釈し

たり欠損値を埋める等で重要であるが，強制的に

共有させることは困難であろう。 

しかしながら，欧州の学説では，GDPR の保護

が構造化されたデータにまで及ぶのと同じように，

生データを AI モデルに入力して得られた推論デ

ータまで共有されるデータの範囲を広げるべきと

する考え方が有力である66）。これは，推論データ

は AI という人の創作が加わらずに自動的に創作

されるため，その推論された成果物も共有しうる

というコンピュータ創作物の発想と類似する67）。 

実質的な理由は，これら加工データ等はイノベ

ーションに有用だからである。たとえば，メタデ
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ータは，消費者のデータの属性を記述したもので，

検索や管理に必須であり，メタデータまで第三者

が共有しないとデータ管理や検索に使えない。ま

た推論データまでアクセスできないと第三者（デ

ータ管理者）がデータ移転を要望するに足りる魅

力がなくなるからであろう。つまり，AI 開発のノ

ウハウを持たない第三者に構造化されていない生

データだけ移転しても活用のしようがない。さら

に，学習済み AI モデルを共有するのではないた

め，推論結果のデータの共有は認めてよいと考え

るのであろう。 

法的には，IoT 機器のデータには著作権すら成

立していない前提であるため，前述のとおり（3（ⅳ）

（3）），営業秘密の不競法による保護，技術的保護

手段の保護は，本来権利が成立しないデータをオ

ーバーライドし，過大保護と考えるのだろう。 

しかし，良い推論データを得るには，データ学

習方法の工夫やソフトウェア等の AI 開発者のノ

ウハウの寄与のほか，データ提供者のドメイン知

識など重要な寄与が必要である。メタデータやデ

ータ加工にはデータ提供者・AI 開発者双方の重要

な寄与が含まれている。前述のとおり，AI モデル

は，多くのノウハウや，データなどの（多くは公

知でありふれた）素材を組み合わせて試行錯誤に

より生成される。たしかに当該データは学習済み

モデルの改善や再学習に寄与しているが，ノウハ

ウの混入した学習済みモデルの推論結果にまで強

制的に共有を認めると，ユーザーやデータ保有者

からデータを受けた第三者は AI モデル開発にた

だ乗りしていることになる。これら加工データ等

まで共有を認めると FRAND 額はかえって高額に

なり価格で争いが増えると予想される。 

また，データ共有者間は競争関係にたち，第三

者が加工データ，派生データまでただ乗りして共

有できるとすると，契約による保護や法的保護の

ない状況では，企業は良質のデータを秘匿して提

出せず，データ管理・加工・メタデータを作成す

るなどの寄与をしないおそれがある。 

 

4．データ共有契約の諸形態とその問

題点 

（ⅰ）緒論 

（1）METI ガイドライン 

データ提供者と AI 開発者が協力して AI モデル

を開発しなければならない状況にあり（世界的な

社会状況は 1（ⅰ）（ⅲ）），AI 開発の特性をふまえ

て（4（ⅱ）（3）），異業種同士の共同研究開発契約

の発想から，共同研究開発やジョイントベンチャ

ーなどを参考に，METI のガイドラインが作成さ

れたと考えられる。いくつかのユースケースを用

いながら，1）データ提供企業と AI ベンダーの契

約，2）複数主体によるデータ創出，3）プラット

フォームの 3 類型に分けて論じている。また，契

約交渉段階ごとに，論点やさまざまなオプション

を提示し，モデル契約書案を提示している。 

 

（2）モデルロー2.0（1.0） 

その後，中小企業（SME）が大企業（外国企業

を含む）から技術・データを搾取されているとい

う公正取引委員会の調査報告があり68），また，囚

人のジレンマから，データ提供企業と AI ベンダ

ーが協力しないケースも見られた。 

そこで，特許庁（経済産業省）のもとで，専門

家が，オープンイノベーションのツールとして，

モデルロー2.0 を作成した69）。 

モデルロー2.0 は，METI ガイドラインの想定す

る一方的な準委託契約から，データ提供者もドメ

イン知識を提供する共同研究開発や SaaS 契約（ク

ラウド契約）も含めるなど，より実態にそくして

詳細になっている。また，成果物を共有にして成



 
 論   文  

 

22 特許研究  PATENT STUDIES  No.75  2023／3  

果物の利活用の障害にならないように，成果物を

単独保有にしてその利用条件について協議するこ

とをすすめている。さらに，AI モデルの成果物の

利用が競合する場合でも，できるだけ協力を義務

づけている。 

 

（3）プラットフォームのモデル契約 

プラットフォームのモデル契約もいくつかある

が，「データ共用型（プラットフォーム型）契約モ

デル規約に関する作業部会有志報告書」70）はその

難点を明らかにしている。つまり，異なる多くの

データを提出しようとすればするほど，AI モデル

を広く利用とすればするほど，良質なデータを提

出しなくなる（囚人のジレンマ）。 

 

（4）順序 

METI2018 およびモデルロー2.0 は，世界でも初

めてのデータ共有契約のガイドラインであり，AI

開発の特徴に応じた契約モデルを提示している。 

以下では，権利の帰属，性能（warranty），デー

タ提供者の責任について METI ガイドラインにそ

って検討する。 

 

（ⅱ）METI ガイドライン 

（1）目的・趣旨 

当時 AI 開発契約のモデルローがなかったため，

弁護士・専門家がユースケースを持ち寄り世界に

先駆けて作成した71）。データの提供の方法や共有

の手法で分け（データ提供型，データ創作型，デ

ータ共有型（プラットフォーム型），各々について

生じる問題と契約条項を規定している。また AI 開

発実態の特徴にあわせた契約条項を設定している。 

 

（2）契約類型化と現状 

ユースケースをもとに，3 タイプをあげている。

すなわち，①データ提供型，②データ創作型，③

データ共有型（データ提供者がデータ提供し共有

すると同時に，プラットフォームを通じて AI モ

デルを共有する）。 

基本的に，①のデータ提供者と AI 開発者（AI 

vendor）間の 1 対 1 のデータ提供型の準委任契約

（B2B）を出発点としている。 

欧米は SaaS などのクラウドサービスがほとん

どであるのに比して，わが国でこの契約形態が多

い（80％）のは，わが国の多くの企業が AI 開発を

内部で実装せず，外部委託や下請が多いことと，

多大な投資を必要とするクラウド事業がアメリカ

企業に独占され，わが国のそれが遅れているから

であろう72）。 

この 1 対 1 の準委任契約はメリットもある。ユ

ーザーが用途や課題を特定するほどその要請に応

えることができ AI モデルの性能が良くなりうる。

AI 開発者も専門に特化して集中できそのノウハ

ウを蓄積できる。データ提供者にとって，AI を実

装する投資コストを大幅に節減できる。 

ただし，再学習では再度別個の契約を締結する

必要があり，委託契約開発そのものは高価な場合

も多い。 

②は，IoT 機器で生成されるデータのように，

ユーザーと管理者が共同でデータを生成する場合

と考えられる。 

③は，いくつかの企業が集まりコンソーシアム

を作って，データをだしあって AI モデルを共同

開発し，共同利用する場合と考えられる。 

 

（3）AI 開発の特性 

METI ガイドラインは，AI 開発の特性として，

以下の 4 点をあげている。 

第 1 に，①AI モデルの性能が事前に不明確で，

性能保証が困難である。また，精度がよくない原
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因が，データによるのか開発側のノウハウによる

のか事後的な検証が困難である。したがって，欧

州（ドイツ）法の求める，データや AI モデルの厳

格な品質保証は困難である。実際に，開発完了す

るのが，15％程度である。そのリスクを減少させ

るために，探索的段階的な契約（アセスメント→

PoC→開発→実装）を提唱している。また，表明保

証条項がなされる場合も多い（ガイドライン AI 編

70 頁）。 

第 2 に，②AI モデルの性能がデータセットによ

り左右される。つまり，AI 開発は，AI 開発のノウ

ハウとデータセットの共同事業であり，責任関係

が不明である。よって，リスクを当事者でシェア

すべきことになる。 

第 3 に，③データ提供者と AI ベンダー双方の

ノウハウが重要である。特に，データ提供（創出）

側のドメイン知識が重要である。そして，データ

とコード（ソフトウェア）は不可分一体で，デー

タに加工がなされノウハウでの様々な寄与がなさ

れ，権利関係が不明確である。したがって，中間

生成物を含めたデータ等の原始的帰属を議論せず

利用条件の交渉に集中した方が，契約が促進され

ると考えている。 

第 4 に，④AI モデルの再利用の需要が高く，再

学習の必要性が高い。 

通常のシステム（ソフトウェア）開発と異なる

点として以下の 2 点があげられる73）。 

第 1 に，⑤AI モデルは多くのノウハウや，デー

タなどの（多くは公知でありふれた）複数の材料

を組み合わせて試行錯誤により生成されている。 

第 2 に，⑥最終成果物の AI モデル以外にも多

くの価値のある中間成果物を生みだし，ユーザー

および開発者ともに独占的利用および再利用の要

請が強いため，利害が鋭く対立する。 

 

（4）開発実態から導かれる AI・データ契約原則 

第 1 に，権利帰属と利用条件に関する条項を分

離している。つまり，いずれか一方の単独所有と

し他方の利用条件を定めている。③の性質から，

契約交渉は，データや成果物（中間成果物・AI モ

デルなど）の帰属よりも利用条件に集中すること

が望ましいことと，⑥から，データ，ノウハウ，

ソフトウェアの多くの者の寄与により価値の高い

中間生産物や AI モデルが生成されるため，共有

にすると全体の利用が滞るからである。 

第 2 に，開発者が完成義務を負わない準委任契

約であり，成果の精度等の品質を必ずしも保証し

ないことである74）。これは①，②，すなわち，AI

モデルは，AI 開発者とデータ提供者の共同研究開

発の産物であり，大規模データ等の入力が適切な

AI モデルを生成することにつながらない。したが

って，事前の合意に満たない AI モデルを製作で

きなかったリスクは当事者間でシェアするべきで，

AI モデルの性能とデータの質に関する保証や責

任は軽減されるべきとしている。したがって，AI

開発者は一定の品質で AI モデルを完成する義務

を負わない準委任契約と性格づけられる。悪い品

質の AI モデルを生成する AI 開発者は風評により

淘汰されると考えるのであろう。 

なお，通常のソフトウェア契約と同じ条項もあ

る。①，②から，データの質や AI モデルの質の厳

格な契約適合責任を問うことは困難である。拡大

損害（AI 機械の手術の失敗，自動運転による交通

事故）から最低限負うべき損害までさまざまであ

る。AI・データ契約は，AI 開発者の後続損害に対

する責任をしばしば限定し，損害賠償額の上限を

設定する75）。表明保証条項もありうる（AI 編 70

頁）。 

第 3 に，➀の性質から，あらかじめ全体の機能

設計・要件定義をして仕様どおりに機能を実装さ
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せる従来のソフトウェア開発方式（ウォーターフ

ォール型）ではなく，探索的段階型の開発方式を

とっている。AI モデルの開発段階を 4 つに分けて

（学習済モデルの実現可能性のアセスメント，

PoC，開発契約，サービス契約），顧客の要望のあ

る最適の AI モデルを作成できないリスクを軽減

している。開発プロセスは試行錯誤であり，METI

ガイドラインは，各段階における法的問題とオプ

ション付きのモデルローを提示している。特に，

開発，サービス契約では，生データ（特にデータ

が営業秘密を含み，AI 開発者がユーザーと異なる

目的のために利用する場合），派生データ，学習済

みモデル，再学習モデル（特にユーザー以外の第

三者のためにデータを利用する場合）の権利の帰

属と利用条件を定義している。権利・義務の配分

は，データや AI 学習済みモデルの性質，コスト，

データ，AI モデル等の利用条件や帰属などを考慮

して決定される76）。 

 

（ⅲ）モデルロー2.0（2021） 

（1）目的 

モデルロー2.0 は，オープンイノベーションのツ

ールとして作成されたものであるものの，METI

ガイドラインの契約条項を開発の実態に即して具

体化し，修正されている部分もある。 

METI ガイドライン制定後，中小企業（が大企

業（外国企業を含む）から技術・データを搾取さ

れているという公正取引委員会の調査報告があり，

また，囚人のジレンマから，データ提供企業と AI

ベンダーが協力しないケースも見られた。 

そこで，特許庁と経済産業省で，モデル契約 2.0

を作成した。そこでは，METI のガイドラインの 4

段階に対応して，秘密保持契約書，技術検証（PoC）

契約，共同研究開発契約書，サービス利用契約書

のモデル契約書案が提示されている。 

 

（2）METI ガイドラインとの相違 

AI モデル契約（開発）では，ユーザーが一方的

に開発者に委託し，開発者のみがユーザーに対し

て善管注意義務を負う準委任契約であった。実際

の開発行為は開発者が全面的に行うことを前提と

していた（多くの SaaS 契約もこれに入る）。 

これに対して，モデルロー2.0（2021）は，事業

者会社（データ創出者）もドメイン知識を提出す

るなど，共同研究開発の実態に近くなっている。

また，開発契約で SaaS（クラウド契約）のモデル

ローが規定され詳しくなっている。また，成果物

利用の障害とならないように単独保有にしてその

利用条件について協議することをすすめている。

また，オープンイノベーションとして，AI モデル

等の成果物の利用が競合する場合でも，できるだ

け協力するよう義務づけている。 

 

（3）具体的条項 

その他の相違は，具体的なビジネス展開・シナ

リオをみすえた開発契約を前提としたモデル契約

であるため具体的条項が入っている。 

METI のガイドラインの 4 段階に対応して，秘

密保持契約書，技術検証（PoC）契約，共同研究開

発契約書，サービス利用契約書のモデル契約書案

が提示されている。 

具体化された部分は以下のとおりである。NDA

では，秘密情報に基づき新たに発生した知的財産

権の取り扱い（2018 年 6 条，2021 年 AI モデル契

約オプション条項）。PoC 段階としてソースコード

を提供することの是非（第 3 条解説部分）。共同研

究開発では，事業者側の善管注意義務（2021 年 AI

モデル契約 6 条 4 項），成果物の提供方法の明確

化（10 条），学習用データセットの取り扱い（13

条），第三者の知的財産件侵害場合の責任（2018 年

21 条，2021 年利用契約 12 条 2 項，3 項）など。 
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また，SaaS 契約のモデル契約も利用契約として

用意されている。 

 

（ⅳ）SaaS（クラウドサービス） 

（1）状況 

SaaS（Software as a service）は，通常クラウドサ

ービスの一貫としてなされる（Amazon Web Ser-

vice77），Microsoft Azure78），Google Cloud Platform79））。

クラウドサービスは投資費用がかかり，わが国で

は DX の内製が欧米に比べて遅れており少ないと

されている80）。 

異なる提供者のデータを利用できるため，精度

が上がるように見えるが，顧客ごとに課題が異な

り，またデータが異質である場合には，大量のデ

ータを集めることによる精度の向上は少ないこと

も多いようである。むしろ，顧客からのドメイン

知識が提供されず，どのような環境で AI モデル

が利用されているか不明な場合は，個別委託開発

よりも精度が落ちる可能性もある。 

 

（2）問題点と条項 

第 1 に，SaaS 契約では，利用者のデータのサー

バーがクラウドサービス事業者の管理下にあり，

サービス事業者がデータに容易にアクセスしうる

ため利用者のデータの取り扱いを規定したり，サ

ービスレベルの合意（SLA）も多い。その反面，

利用者はクラウド業者のサーバーにあるソフトウ

ェアの機能を使用するだけで，ソフトウェアの利

用許諾契約はない。また，サービスの運用・改善

の目的でユーザーのデータ利用を許諾する規定や

サービス・契約内容の変更規定，利用者に表明保証

させる規定も多い（Google，AWS）81）。契約にもよる

が，多くの場合競争企業のデータであっても利用

できる。 

この点，Data Act は，データポータビィリティ

の権利をクラウドに対しても認めており，DGA や

DMA にも認めるべきとする考え方もある82）。さ

らに，競争法の視点からクラウドサービスとデー

タ管理業務を分離すべきという考え方もある。わ

が国の公正取引委員会もクラウドサービス市場の

競争環境の評価を行っている83）。 

第 2 に，B2B でも個人消費者に近い B がメイン

で，多数のユーザーから入手するデータの取り扱

いが問題である。多数のユーザーの個人情報を混

ぜて再学習などに使う場合に，AI モデル生成は統

計処理と同じと考えれば個人情報保護法に反しな

いと考えられるものの，中間生成物等に個人情報

が混入する可能性がある，したがって，ユーザー

が推論のために読み込ませたデータを再学習に使

える旨の契約条項が必要である。 

第 3 に，契約上のデータ以外の知的財産権の帰

属もすべてサービス提供側になることが多い。

SaaSの場合にはAIモデルを再学習して使ったり，

他のユーザーのデータについて用いる必要性が高

く，かつユーザーにとっても推論データのみ得ら

れればよく，AI ベンダーに AI モデルを学習して

もらう方がユーザーのためにもなるからであろう。

クラウドをとおした API により，AI モデルではな

く推論データのみを提供する方法が用いられる。

他方で，生データについては AI ベンダーの側で消

去する契約条項もある（モデルロー2.0 の 13 条 3 項）。 

第 4 に，データの傾向が大きく変化した場合な

ど，再学習で結果が大きく異なりうるため，クラ

ウドサービス提供側が自由に実施可能で責任を追

わない旨の条項が必要となる84）。 

 

（ⅴ）プラットフォーム型 

（1）性質・特徴 

異なる事業者から提供されるデータを集約・保

管し，複数事業者が当該データを共用または活用



 
 論   文  

 

26 特許研究  PATENT STUDIES  No.75  2023／3  

することを可能にする場所・基盤をさす。利害関

係人が多いため，データ提供者とデータ利用者間

で直接の契約がなく，プラットフォームとデータ

提供者，利用者間で各々規約を定めることが多

い。また，IaaS85）など AI モデルを生成する場合

もある。データを提供する側が共同で AI モデル

も利用する特徴がある。これに対して SaaS は，1

対 1 の準委任契約の束で，データ提供者は推論デ

ータのみ得るのが通常である。 

ドイツ・欧州では，GAIA-X など，さまざまな

データベースをひもづける試みがなされている。 

 

（2）モデル契約の主な利用条件 

「AIDC86）プラットフォームにおけるデータ提

供契約に関する報告書」（2022 年 2 月）は，デー

タの来歴管理を意識し，データの価値を判断する

上で重要なデータの品質について記載項目を設け

た。特徴として，二次的成果物（派生データ，推

論エンジン）についての取り扱いを定めている。 

 

（3）問題点 

プラットフォーム型には難点もある。つまり，

AI モデルを広く利用とすればするほど，参加者は，

良質なデータを提出しなくなる。「データ共用型

（プラットフォーム型）契約モデル規約に関する

作業部会有志報告書」によると，良質のデータを

提供せず他人にフリーライドする者がでたり，プ

ラットフォームが中立でなかったり，AI モデルを

競合に使われたくないため，AI モデルの利用を制

限する必要があるなどの欠点がある。 

 

（4）解決手段 

①中立としてのプラットフォーマー 

一企業がプラットフォーマーとなる試みも存在

する。もっとも，大規模データ等や AI モデルは競

争者が共有し，囚人のジレンマがある。つまり，

データや AI モデルを共有するとなると，良いデ

ータを提出しなくなる。裏から言えば，AI モデル

利用を独占できなければ良いデータを提供しない。

また，データを提供せずに AI モデルにフリーラ

イドする者に対してプラットフォームは排除でき

るなどの規約がある。 

プラットフォーム型は2つ系列がある。第1は，

1）少数企業で AI モデルの開発し，宣伝して拡大

していく（B2B）タイプである。 

第 2 は，2）医療，交通（MaaS）（自動運転）など

の公共財としての AI モデル開発の場合は，官庁，

大学，研究機関がまとめ役（facilitator）としてプ

ラットフォームになり，コンソーシアムを作る。

つまり，多くのデータ提供者からの提供が必要で

利害関係人の調整が難しいものや AI モデルを広

く利用する公共的なものについては，官公庁が支

える形で，交通と医療データ共有の分野などで，

官民でデータ共有をおこなっている。政府レベル

では，Maas や医療データの共有が議論された87）。

たとえば「保健医療分野における AI 活用推進懇

談会 報告書」によると，重点領域を絞り，コンソ

ーシアムをくんで，データベース共有など，をお

こなっている（保健医療分野 AI 開発加速コンソ

ーシアム88））。欧州・ドイツの GALAIA-X が，ク

ラウドやデータベースをつなげるのもこの試みで

あると考えられる。 

 

5．AI 開発におけるデータ共有がなぜ

困難か―AI・データ契約の諸課題 

（ⅰ）問題の所在 

GPAI の Expert report（2022）89）para.2.3 は，AI

開発におけるデータ共有や AI モデル共有が困難

な理由について，①経済的コスト，便益の不確実

性，②複雑で変化する法的要件と責任を負うリス
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クの不確実性，③技術的インフラの欠如（統一デ

ータフォーマット，データ収集・処理のプロトコ

ール，API），④契約がばらばらで契約実務の不安

定などをあげている。 

具体的には，METI ガイドライン，モデルロー

2.0，有志によるプラットフォームガイドラインは，

データ共有，中間生産物，AI モデルについての共

有が困難である問題を提示している。特に，プラ

ットフォーム型でデータを集めようとすると AI

モデルの競合者が参加するため事業ごとに分割す

ることになるが，契約が複雑になる（囚人のジレ

ンマ）。また，良質のデータを提出しないフリーラ

イダーを排除しないと，良いデータを提供するイ

ンセンティブがなくなる。 

 

（ⅱ）データ提供者と AI 開発者の責任 

まず，AI 開発は，最終開発まで到達することが

少ない。また，寄与者の寄与も不明である。そも

そも，AI モデルは各リソースを有する多数の者が

関与して生成されるもので，後述のように，AI モ

デルの性能の良し悪しは，データとソフトウェア

の相性，データ提供者のドメイン知識，AI 開発者

のノウハウの有無かもしれないし，データの質な

いし量かもしれない。データの量が少ない方がよ

い性能を発揮できる場合もあり，AI 開発は試行錯

誤である。したがって，リスクマネジメントが難

しく，将来のリスクマネジメントとして契約をす

るアメリカの契約観に合致しない90）。また，極論

として，品質基準として，データ全部を収集して

学習させるべきことを義務づけると AI 開発に支

障をきたす。そこで，わが国でも，誠実契約条項

（善管注意義務）はあるものの，予期せず AI モデ

ルの精度が落ちることもある。また他方で，契約

締結後はデータ提供者と AI 開発者が対等な立場

にたたない問題がある。 

第 2 に，欧州・ドイツ法は，消費者保護を徹底

し，データや AI モデルの品質の厳格な保証や契

約適合責任を求めるものの，リスクが大きく，成

功確率の低い AI 開発には適合しない面がある。 

 

（ⅲ）AI 開発者の製造物責任 

EU の AI Act は，消費者中心主義の欧州（ドイ

ツ）からは AI 製造者に製造物責任を問うている。

具体的には，データ提供者の品質・量に関する責

任，および AI 開発者に対する製造物責任である。 

しかし，Data Act でデータ共有を強制的に認め

てデータを提供させておきながら，成果物の AI モ

デルについてデータ提供者・AI 開発者に製造物責

任等を問うのは厳しすぎる。データ提供者は秘匿

するか，誰も提供せず，AI 開発が進まないと考え

られる。AI を利用して生じた損害や AI モデルの

精度の悪化がデータに起因するのかソフトウェア

によるのかあいまいである。わが国では，AI ガバ

ナンス 2.0 のほか，様々な倫理規定を設けて自主

規制を行っている91）。 

 

6．結語 
無体財産の共有者は競争関係にあり，多くの場

合，無体財産の移転や全体の利用が困難であり，

よってデータ共有の契約もコストがかかること，

営業秘密の不競法や技術的保護手段によるデータ

保護は広がりすぎること，また，欧州のように，

IoT で自動生成される消費者の行動などの情報は

消費者にもアクセスを認めるべきこと，製品の修

理などの補完市場を発達させ，新規参入を図るた

めにデータを共有する，という発想から，データ

共有を強制的に認める Data Act にも一定の合理性

がある。また，クラウド企業がデータおよび AI 開

発を独占することへの競争法上の危惧と評価はわ

が国でも共有されている。 
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また，B2C のデータポータビリティにも学ぶべ

き点がある。とりわけ，GDPR の強い個人情報保

護の権利を認めることによりデータ主体の同意な

いし正当化理由を必要とするとデータの有効利用

が困難であることは，欧州の学界も指摘しており，

わが国個人情報保護法について改善の余地がある。 

しかし，データセットや一企業程度のデータが

集まれば価値が大きくなり，データの収集・管理

には多大な投資が必要であることから，B2B の場

面では，投資の保護の役割を一部担う知的財産権

と対立する。とりわけ，Data Act は，IoT 機器で自

動生成されるデータには著作物性がない前提で，

かつ，営業秘密の不競法による保護と抵触する。

多くのノウハウや営業秘密が寄与して生成される

派生データ，推論データまで共有すると，この抵

触が増幅し，データを事実上秘匿する場合が急増

すると考えられる。B2B の局面では，本来，契約

が成立しない等の市場の失敗が生じているかを見

てから，データ共有を認めるべきであり，全ての

領域についてデータ共有を原則とすべきではない。

B2C の GDPR の個人情報と異なり，産業上データ

はより自由に利用させるべきであり，GDPR をは

じめとする B2C の消費者・需要者保護の法を B2B

に適用することはデータ収集や AI 開発に大きな

支障が生じうる。そもそも Data Act はより争いの

ない官民のデータ共有という DGA の補足として

位置づけられているにすぎない。また，アフタマ

ーケットの競争法の我が国の事例によれば必ずし

もデータを強制的に共有すべきとは限らない。

Data Act のようにデータ共有を強制すると，企業

は，実際上秘匿する方向にいくと考えられるし，

データを収集・管理せずにフリーライドする企業

が増えると考えられる。また，データポータビィ

リティについて，ユーザーの同意を要件にデータ

管理者へのデータ共有移転の仕組みは，GDPR で

は機能していない。特に，GDPR のデータ管理の

技術的インフラ整備・投資が必要であり，ますま

す大企業，GAFAM に有利になると予想される。

このように，GDPR や個人情報保護法のある日欧

でデータ共有が機能するかは疑問である。 

とりわけ，AI モデルの開発は，データ保有者の

ドメイン知識，AI 開発者のノウハウが大きな寄与

であり，データの強制共有を B2B で原則認めるべ

きではない92）。データの管理・利用 AI 開発などの

リソースは多くの場合個々の企業が有しておらず，

また，データにはさまざまな市場があり利害関係

も多様である。少なくともわが国でのデータ共有

は秘密保持契約，AI 開発契約やサービス契約の一

部で実現されている。Data Act のようにまず分野

横断的にデータ共有ではなく，どうしても契約で

うまくいかない場合に限り，共有すべき場合を分

野別に決めるべきと考える。 
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